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                           平成 26 年度履修要綱（文・法・経済・神文） 

2. 法  律  専  攻                                                           

法律専攻には、公共政策と法コース・ビジネスと法コース・国際関係と法コースの 3 つのコースがあり、

それぞれのコースによって専門教育科目の履修方法が異なる。 

学生諸君は、いずれかのコースを選択し、履修規程に基づいて単位を修得しなければならない。 

2-1.  各コースについて 

▼公共政策と法コース 

生身の人間が他の人間と関係を結びながら生きている社会においては、何らかのルールが必要とされ

るが、そのルールを支える理念こそ「公共」といわれるものである。このコースでは、社会のルールで

ある「法」を学ぶことを通じて、社会の基礎を成す「公共」を知ることを目標としている。社会の基本

的なルールである、憲法・民法・刑法などの法分野を中心に学びながら、「公共」とは何かを考えるため

のコースである。 

▼ビジネスと法コース 

ビジネス活動は一定のルールに基づいて行うことが求められる。例えば、事業を興すために資金を調

達するにしても、会社を組織し大規模に展開していくにしても、その際には定められたルールに従って

いなくてはならない。このコースでは、民法や商法など、ビジネス活動と関わりの深い法分野を中心に

学びながら、ビジネス活動を行ううえで守らなくてはならないルールを知り、法令・規範を遵守する重

要性を認識することを目標としている。 

▼国際関係と法コース 

国際社会の基礎を成すのもまた生身の人間であり、国際関係がそうした人間同士のぶつかり合いの中

から形成される以上、そこにもルールが必要となる。このコースでは、「国際社会」において働いている

ルール＝法、ならびに、「国際社会」の実態＝政治、その両方を中心に学びながら、「国際関係」を多角

的に理解し考えられるだけの能力を身につけることを目標としている。 

 

2-2.  カリキュラムの構成と履修方法 

法律専攻における専門教育科目の構成とその履修方法は、次のとおりである。 

コース 

カテゴリ 
公共政策と法 ビジネスと法 国際関係と法 

1    

2 12 単位以上 4 単位以上 8 単位以上 

3 4 単位以上   

4 12 単位以上 10 単位以上  

5 4 単位以上 10 単位以上  

6   8 単位以上 

7 
4 単位以上 

8 単位以上 
4 単位以上 

8 4 単位以上 

9   16 単位以上 

10    

11    

12    

1） 卒業するためには、専門教育科目から 64 単位以上を修得しなければならない。 

2） コースの選択は、1 年次の履修登録時から行う。2 年次前期ならびに 3 年次前期の履修登録時に、コ

ースを変更することができる。ただし、3年次前期の履修登録時に登録したコースが最終決定とな

り、4 年次にはコースを変更することはできない。 
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1 2 3 4 公共政策と法 ビジネスと法 国際関係と法

1 キャリア・プランニング 半期 2 ○
1年次での履修登録必須。
2年次以降での履修は不可。

憲 法 Ⅰ 通年 4 ○

憲 法 Ⅱ 通年 4 ○

行 政 法 Ⅰ 通年 4 ○ 　

行 政 法 Ⅱ Ａ 半期 2

行 政 法 Ⅱ Ｂ 半期 2

行 政 法 Ⅲ Ａ 半期 2

行 政 法 Ⅲ Ｂ 半期 2

刑 法 総 論 通年 4 ○

刑 法 各 論 通年 4 ○

刑 事 訴 訟 法 通年 4

民 法 ・ 総 則 通年 4 ○

民 法 ・ 物 権 通年 4 ○

民 法 ・ 債 権 総 論 通年 4 ○

民 法 ・ 債 権 各 論 通年 4 ○

民 法 ・ 親 族 半期 2

民 法 ・ 相 続 半期 2

民 事 訴 訟 法 通年 4

民 事 執 行 ・ 保 全 法 半期 2

倒 産 法 半期 2

会 社 法 通年 4 ○

金 融 サ ー ビ ス 法 Ａ 半期 2

金 融 サ ー ビ ス 法 Ｂ 半期 2

商 取 引 法 Ａ 半期 2

商 取 引 法 Ｂ 半期 2

商 事 決 済 法 Ａ 半期 2

商 事 決 済 法 Ｂ 半期 2

企 業 法 務 半期 2

国 際 法 の 基 礎 半期 2 ○

国 家 と 国 際 法 半期 2 ○

個 人 と 国 際 法 半期 2

国 際 紛 争 処 理 法 半期 2

国 際 人 権 ・ 人 道 法 半期 2

国 際 組 織 法 総 論 半期 2

国 際 組 織 法 各 論 半期 2

国 際 私 法 Ａ 半期 2

国 際 私 法 Ｂ 半期 2

国 際 経 済 取 引 法 半期 2

次ページに続く

備　考

○

○

○

○

○

開講学年　

○

○

12単位

○

10単位

カテゴリ 授　業　科　目 開講
単
位

2

コ　　ー　　ス　

○

3

8単位

4 　12単位○

○

○

○

2単位

4単位

4単位

　8単位

6

5 4単位

○

○

○

○

○

○

○

○

○

　　8単位

○

○

○
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1 2 3 4 公共政策と法 ビジネスと法 国際関係と法

税 法 Ａ 半期 2

税 法 Ｂ 半期 2

不 動 産 登 記 法 半期 2

労 働 法 Ａ 半期 2

労 働 法 Ｂ 半期 2

社 会 保 障 法 Ａ 半期 2

社 会 保 障 法 Ｂ 半期 2

経 済 法 Ａ 半期 2

経 済 法 Ｂ 半期 2

環 境 法 半期 2

消 費 者 法 半期 2

法 哲 学 Ａ 半期 2

法 哲 学 Ｂ 半期 2

外 国 法 Ａ 半期 2

外 国 法 Ｂ 半期 2

法 制 史 Ａ 半期 2

法 制 史 Ｂ 半期 2

法 社 会 学 Ａ 半期 2

法 社 会 学 Ｂ 半期 2

刑 事 政 策 Ａ 半期 2

刑 事 政 策 Ｂ 半期 2

少 年 法 Ａ 半期 2

少 年 法 Ｂ 半期 2

医 事 法 半期 2

裁 判 法 Ａ 半期 2 ○

裁 判 法 Ｂ 半期 2 ○

政 治 学 概 論 半期 2

日 本 政 治 史 Ａ 半期 2 ○

日 本 政 治 史 Ｂ 半期 2 ○

日 本 外 交 史 Ａ 半期 2 ○

日 本 外 交 史 Ｂ 半期 2 ○

西 洋 政 治 史 Ａ 半期 2 ○

西 洋 政 治 史 Ｂ 半期 2 ○

20 世 紀 の 政 治 Ａ 半期 2 ○

20 世 紀 の 政 治 Ｂ 半期 2 ○

ア ジ ア 政 治 史 Ａ 半期 2 ○

ア ジ ア 政 治 史 Ｂ 半期 2 ○

日 本 の 政 治 Ａ 半期 2 ○

日 本 の 政 治 Ｂ 半期 2 ○

比 較 政 治 Ａ 半期 2

比 較 政 治 Ｂ 半期 2

日 本 政 治 思 想 史 Ａ 半期 2 ○

日 本 政 治 思 想 史 Ｂ 半期 2 ○

西 洋 政 治 思 想 史 Ａ 半期 2 ○

西 洋 政 治 思 想 史 Ｂ 半期 2 ○

政 治 哲 学 Ａ 半期 2

政 治 哲 学 Ｂ 半期 2

行 政 学 Ａ 半期 2 ○

行 政 学 Ｂ 半期 2 ○

社 会 学 Ａ 半期 2

社 会 学 Ｂ 半期 2

地 方 自 治 論 Ａ 半期 2

地 方 自 治 論 Ｂ 半期 2

国 際 関 係 史 Ａ 半期 2 ○

国 際 関 係 史 Ｂ 半期 2 ○

国 際 政 治 Ａ 半期 2 ○

国 際 政 治 Ｂ 半期 2 ○

地 域 研 究 半期 2 題目・テーマが異なれば、複数履修可。

次ページに続く

備　考

○

開講学年　

4単位

○

8単位

○

○

○

○

○

○

16単位

○

○

○

○

○

○

7

8

カテゴリ

9

授　業　科　目 開講
単
位

○

○

○

○

コ　　ー　　ス　

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

4単位

○

○

3・4年次での履修は不可。

4単位

○

○

○

○
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1 2 3 4 公共政策と法 ビジネスと法 国際関係と法

メ デ ィ ア 論 半期 2 ○

社 会 運 動 論 半期 2 ○

政 策 過 程 論 半期 2

選 挙 論 半期 2

Ｎ Ｐ Ｏ 論 半期 2

政 治 家 論 半期 2 ○

政 党 論 半期 2 ○

福 祉 国 家 論 半期 2

政 治 文 化 論 半期 2

政 治 心 理 学 半期 2

政 治 変 動 論 半期 2

ジ ェ ン ダ ー 論 半期 2

環 境 政 治 学 半期 2

平 和 研 究 半期 2

基 礎 演 習 半期 2 ○ 1年次のみ履修可。

判 例 演 習 半期 2 ○ 2年次のみ履修可。

演 習 通年 4 同一年度で複数履修不可、最大8単位まで履修可。

外 書 講 読 （ 法 律 ） Ⅰ 半期 2 ○

外 書 講 読 （ 法 律 ） Ⅱ 半期 2

外 書 講 読 （ 政 治 ） Ⅰ 半期 2 ○

外 書 講 読 （ 政 治 ） Ⅱ 半期 2

法 律 学 特 殊 講 義 半期 2 題目・テーマが異なれば、複数履修可。

政 治 学 特 殊 講 義 半期 2 題目・テーマが異なれば、複数履修可。

社 会 経 済 学 入 門 半期 2 ○

経 済 原 論 半期 2 ○

公 共 部 門 と 財 政 半期 2

社 会 保 障 の 基 礎 半期 2 ○

少子高齢社会と社会保障 半期 2 ○

国 際 経 済 半期 2 ○

地 域 経 済 統 合 半期 2 ○

日 本 史 概 論 Ⅰ 半期 2 ○

日 本 史 概 論 Ⅱ 半期 2 ○

東 洋 史 概 論 Ⅰ 半期 2 ○

東 洋 史 概 論 Ⅱ 半期 2 ○

西 洋 史 概 論 Ⅰ 半期 2 ○

西 洋 史 概 論 Ⅱ 半期 2 ○

哲 学 概 論 Ａ 半期 2

哲 学 概 論 Ｂ 半期 2

倫 理 学 Ａ 半期 2

倫 理 学 Ｂ 半期 2

心 理 学 Ａ 半期 2

心 理 学 Ｂ 半期 2

○で示す開講学年で履修することが望ましい。ただし、履修学年に制限がない限り、当該学年以降でも履修することができる。

備　考開講
単
位

コ　　ー　　ス　

12

11

10

カテゴリ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

開講学年　

○

○

○

○

○

○

○

授　業　科　目
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3） 法律専攻の専門教育科目はいずれも選択科目であるが、コースごとに修得しなければならない科目

数・単位数がそれぞれ異なっているので、注意すること。詳細は、P35～37 のカリキュラム表を参照

のこと。 

4） カテゴリ 1 の「キャリア・プランニング」は、必修科目ではないが、1 年次に必ず履修登録しなくて

はならない科目である。（ただし、留学生および社会人については、この限りでない。）また、「キャ

リア・プランニング」については、原則として 2年次以降に履修することはできない。 

5） カテゴリ 8 の「裁判法 A」および「裁判法 B」については、3年次以降に履修することはできない。 

6） カテゴリ 9 の「地域研究」、および、カテゴリ 11 の「法律学特殊講義」・「政治学特殊講義」につい

ては、シラバスにおいて題目・テーマで示されている内容が異なる場合には複数履修することがで

きる。 

7） カテゴリ 11 の「基礎演習」および「判例演習」については、開講学年でのみ履修することができ

る。 

8） 「演習」は同一年度に 4 単位まで履修することができるが、合計 8 単位を超えて履修することはで

きない。 

9） 下記の検定試験または資格試験に合格した者は、3 年次または 4 年次の履修登録期間内に申請を行う

ことによって、次の通り単位認定を受けることができる。 

 

  検定・資格 認定科目名 単位数 評価 

行政書士試験 法律学特殊講義（行政書士） 2 N（認定） 

３級知的財産管理技能検定 法律学特殊講義（3 級知的財産管理技能検定） 2 N（認定） 

ビジネス実務法務検定試験 3 級 法律学特殊講義（3 級ビジネス実務法務検定） 2 N（認定） 

ビジネス実務法務検定試験 2 級 法律学特殊講義（2 級ビジネス実務法務検定） 2 N（認定） 

宅地建物取引主任者資格試験 法律学特殊講義（宅地建物取引主任者資格） 2 N（認定） 

国会議員政策担当秘書資格試験 政治学特殊講義（国会議員政策担当秘書資格） 2 N（認定） 

法学検定試験 

ベーシック〈基礎〉コース合格 
法律学特殊講義（法学検定基礎） 2 N（認定） 

法学検定試験 

スタンダード〈中級〉コース合格 
法律学特殊講義（法学検定中級） 2 N（認定） 

法学検定試験 

アドバンスト〈上級〉コース合格 
法律学特殊講義（法学検定上級） 2 N（認定） 

注）上記の科目は、年次別履修単位制限のうちに含まれない。 

注）検定・資格試験による単位取得の上限については、P9 参照のこと。 

注）上記期間外の申請は受け付けない。 

 

10） 全学オープン科目として経済学部より供出されている「憲法」・「民法Ⅰ・Ⅱ」・「商法Ⅰ・Ⅱ」を、法

律専攻の学生は履修することができない。 

 


